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各 位 

会 社 名 日本化学工業株式会社 

代表者名 代表取締役社長       鈴木 義博 

（コード番号 4092 東証1 部）

問合せ先 経営企画室長        太田 秀俊 

（TEL 03-3636-8072）

 

連結子会社の吸収合併(簡易合併・略式合併)に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、平成26 年4 月1 日(予定)を効力発生日とし、完全子会社である日本クリ

アテック株式会社(以下「日本クリアテック」という。)を吸収合併することを決議しましたので、下記のとおりお知らせい

たします。 

なお、本合併は、100%出資の連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して

開示しております。 

 

記 

 

１．合併の理由 

当社グループの事業戦略における経営の合理化と組織の効率化を図るため、日本クリアテックを吸収合併するこ

とといたしました。 

 

２．合併の要旨 

 (1) 合併の日程 

合併決議取締役会 平成26 年1 月21 日 

合併契約締結日 平成26 年1 月21 日 

合併承認株主総会 開催いたしません   (注)

合併の予定日(効力発生日) 平成26 年4 月1 日 

   (注)本合併は、当社においては会社法第 796 条第 3 項に定める簡易合併であり、日本クリアテックにおいては

会社法第 784 条第 1 項に定める略式合併であるため、当社及び日本クリアテックにおいて合併契約に関す

る株主総会の承認を得ることなく行うものであります。 

 (2) 合併の方式 

    当社を存続会社とする吸収合併方式で、日本クリアテックは解散いたします。 

 (3) 合併に係る割当の内容 

    該当事項はありません。 

 (4) 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

    該当事項はありません。 

 

 

 

 



 

３．合併当事会社の概要(平成25 年3 月31 日現在) 

名称 日本化学工業株式会社 

(存続会社) 

日本クリアテック株式会社 

 (消滅会社) 

所在地 東京都江東区亀戸9 丁目11 番1 号 東京都江東区亀戸9 丁目11 番1 号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長  鈴木 義博 代表取締役社長  愛川 浩功 

事業内容 燐製品、珪酸塩、バリウム塩、クロム塩の

無機化学品を主力に、電子材料、有機化

学品、農薬などの製造販売・輸出 

産業廃棄物の処理ならびにリサイクル

事業 

資本金 57 億5,711 万円 1,000 万円 

設立年月日 大正4 年9 月10 日 平成6 年10 月3 日 

発行済株式総数 89,227,755 株 200 株 

決算期 3 月31 日 3 月31 日 

大株主及び持株比率 日本化学工業取引先持株会 5.92% 日本化学工業株式会社 100% 

(平成25 年9 月30 日現在) 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 5.68%  

 岡三証券株式会社 4.12%  

 明治安田生命保険相互会社 4.02%  

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 3.41%  

 小西安株式会社 2.07%  

 株式会社三井住友銀行 1.56%  

 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 1.35%  

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1.32%  

 ＣＢＮＹ ＤＦＡ ＩＮＴＬ ＳＭＡＬＬ ＣＡＰ

VALUE PORTFOLIO  
1.23%

 

直前事業年度の財政状態及び経営成績 

純資産 24,115 百万円 (連結) 23 百万円 (個別) 

総資産 57,756 百万円 (連結) 107 百万円 (個別) 

1 株当たり純資産 274.11 円 (連結) 116,435.98 円 (個別) 

売上高 32,693 百万円 (連結) 183 百万円 (個別) 

営業利益 △1,396 百万円 (連結) 14 百万円 (個別) 

経常利益 △1,775 百万円 (連結) 14 百万円 (個別) 

当期純利益 △6,989 百万円 (連結) 8 百万円 (個別) 

1 株当たり当期純利益 △79.44 円 (連結) 44,571.39 円 (個別) 

 

４．本合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更ありません。 

また、合併時点での日本クリアテックの事業や取引、契約、権利義務関係は全て当社が承継し、お客さまとの販売

窓口に変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社100%出資の連結子会社との合併であるため、連結業績への影響は軽微であります。 

以 上 

 


